
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 5．環境意識調査結果 

 

  



 

 

（1）調査の趣旨 

新たな計画策定に当たり、北広島市の「環境の現状」や「環境政策・施策」、「地球温暖化」等に

係る市民及び事業者の意識を調査し、今後の方向性を検討する際の参考とするため実施しました。 

 

（2）調査の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【調査結果の見方】 

○比率は百分率で、小数点第 2位を四捨五入して算出しています。このため、百分率の合計が 100

％にならないことがあります。 

○回答者数を「n=●●」で示しています。 

○無回答は集計から除外しているため、回収数と設問ごとの回答数は異なる場合があります。 

○エラー回答については、無効回答として扱っています。ただし、上限のある複数選択の設問で、指

定した数以上の回答を選択していた場合は、全ての内容を反映しています。  

 市民意識調査 事業者意識調査 

調査対象 
●北広島市に居住する 20 歳以上の市民か

ら無作為に 1,000 名を抽出 

●北広島市に所在する事業所から無作為に

110 事業所を抽出 

回 収 率 ●40.5％（405 人） ●20.9％（23 事業者） 

調査方法 ●郵送による配布・回収 

調査項目 

●回答者属性 

●家庭でのエネルギーの使用状況 

●10 年前と比べた市の環境 

●10 年前と比べた環境意識・行動の変化 

●実践している環境配慮行動 

●市の環境に対する評価 

●市の環境への総合的な満足度 

●環境に関する情報の入手方法 

●環境に関する情報で不足しているもの 

●地球温暖化の影響を「緩和」するため、

市で取り組むべきこと 

●地球温暖化の影響における気候変動へ

の「適応」のため、市で取り組むべきこ

と 

●環境配慮の取り組みを進めていくため

に行政に望む支援 

●自由意見 

●回答事業者属性 

●事業所でのエネルギーの管理・使用状況 

●環境配慮に関する取り組みの実践状況 

●事業における環境配慮の位置づけ 

●環境マネジメントシステムへの取り組み 

●環境に関わる社会貢献活動の実践の有無 

●環境配慮の取り組みを推進するために行

政に期待する支援 

●地球温暖化による事業への影響 

●地球温暖化の「影響」を緩和するための事

業所の考え方 

●地球温暖化の影響における気候変動への

「適応」のため、市で取り組むべきこと 

●再生可能エネルギーや省エネ設備の利用

状況・今後の意向 

●省エネルギー化や再生可能エネルギー導

入などの地球温暖化対策の実施にあたり

課題となっていること 

●自由意見 

調査期間 ●令和２年２月 19 日～３月４日 

 



 

 

（3）市民意識調査結果 

●北広島市の環境について 10年前と比較すると、良い評価が悪い評価を上回っていることから全体

的に良くなっていると考えられます。なかでも、「循環型社会（ゴミの減量やリサイクル、ごみの

適正処理）」については、良いと評価された割合が 67.7％で特に高い状況でした。 

 

 
図 1 10年前と比較したテーマ別の環境の変化 

 

 

●環境問題に対する意識と行動について 10年前と比較すると、「意識の高まりや芽生えによって環

境に対して良い行動をとるようになった」回答者は多い状況でした。そのなかでも、「環境を守ら

なくてはと思うが、行動には結びついていない」が 24.6％と一定程度いることから、啓発や取り

組みができる環境を整えていくなど、対策を講じることが重要になると考えられます。 

 

 
図 2 10年前と比べた環境に対する意識と行動の変化 
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循環型社会（ごみの減量とリサイクルの推進、ごみの適正処理な

ど）(n=380)

自然環境・快適環境（野生動植物の保護・管理、緑化の推進

など）(n=374)

地球環境（地球温暖化対策の推進、省エネ・再エネの推進）

(n=374)

環境学習・市民活動（環境学習の充実、市民活動の支援な

ど）(n=373)
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●環境配慮行動について、「調理油や生ごみなどを排出口に流さないようにしている」など取り組み

が浸透しているものが多くありますが、時々行っているや、これから行いたいの割合が高い「休

日には自然とふれあうようにしている」、「地産地消や環境にやさしい商品を選んでいる」、

「使い捨て商品はなるべく買わないようにしている」、「環境問題などを話題にするようにして

いる」などでは、取り組みが定着するための対策が重要になります。 

 

 

 
図 3 環境配慮行動の実践状況  
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●北広島の環境に対する評価について、優先的に改善が求められる内容として、情報や学習に関する

もの、「地球温暖化やエネルギー」に関するもの、「自然環境や快適環境の保全」に関するもの、

となっていました。 

 

 
図 4 北広島市の環境に対する満足度・重要度の分布図（CS分析結果） 

 

 

 

※CS 分析とは、あることがらに対して、関連する項目ごとの満足度と総合的な満足度を答えてもらい、その相関性

から、改善すべき優先度が高い項目を分析する手法です。また、CS 分析は結果が見やすいように偏差値を利用し

ているため、50 を基準として，上回るほど満足度・重要度が高く，下回るほど満足度・重要度が低い結果となり

ます。 

※このグラフでは、項目が左上に位置するほど（満足度が低く重要度が高くなるほど）、改善度が高い結果となりま

す。 

  

空気のきれいさ（大

気汚染の防止）

川のきれいさ（水質汚濁

の防止）

土壌・地盤の保全（土壌

汚染・地盤沈下の防止）

静かさ（騒音・振動の防止）

におい（悪臭の防止）

有害物質対策の推進（ダイ

オキシンや農薬への対策）

ごみの減量化

リユース・リサイクルなどの推

進

ごみの不法投棄の少な

さ（不法投棄対策）

緑の豊かさ（緑

化の推進）

公園や広場の確

保と維持管理

緑や水辺など自然とのふれ

あえる環境整備

まちなみの美しさ（景観・

歴史的環境の保全）

ごみのポイ捨ての少なさ

（まちの美化）

野生動植物の保護、管理

有害鳥獣等への対策

森林の保全・再生

河川の保全・整備

農地の保全地球温暖化防

止のための対策

気候変動・異常気

象への適応対策

省エネルギー対策

再生可能エネルギーの活用

環境に関する学習機会

環境に関する情報の内容

と入手しやすさ

20

30

40

50

60

70

80

20 30 40 50 60 70 80

【
重
要
度
】

【満足度】

●生活環境 ●循環型社会 ●自然環境・快適環境 ●地球環境 ●環境学習・市民活動



 

 

表 1 北広島市の環境に対する満足度・重要度及び改善度 

 

 

 

●なお、環境に対する満足度は、北広島団地地区では満足度が高い一方で、西部地区では不満度が高

い傾向にあるなど、地区別で違いが見られることから、地区の特性を考慮した対策も必要となりま

す。 

 

 
図 5 北広島市の環境に対する満足度のクロス集計【地区別クロス】 

満足度 重要度 改善度 改善度順位

25 環境に関する情報の内容と入手しやすさ 37.75 59.89 14.67 1

21 気候変動・異常気象への適応対策 36.64 52.46 8.37 2

22 省エネルギー対策 37.74 51.49 7.13 3

20 地球温暖化防止のための対策 37.10 51.01 7.11 4

17 森林の保全・再生 46.78 57.83 6.34 5

13 まちなみの美しさ（景観・歴史的環境の保全） 52.38 64.81 5.98 6

18 河川の保全・整備 47.33 57.74 5.83 7

24 環境に関する学習機会 37.99 46.51 4.00 8

19 農地の保全 43.93 51.07 3.77 9

23 再生可能エネルギーの活用 39.91 47.40 3.53 10

12 緑や水辺など自然とのふれあえる環境整備 57.45 62.62 2.35 11

11 公園や広場の確保と維持管理 65.28 67.96 1.21 12

7 ごみの減量化 56.44 55.95 -0.22 13

9 ごみの不法投棄の少なさ（不法投棄対策） 48.91 47.50 -0.65 14

15 野生動植物の保護、管理 44.72 41.19 -1.60 15

10 緑の豊かさ（緑化の推進） 69.72 64.30 -2.45 16

14 ごみのポイ捨ての少なさ（まちの美化） 52.06 47.57 -3.02 17

16 有害鳥獣等への対策 41.32 33.85 -3.41 18

6 有害物質対策の推進（ダイオキシンや農薬への対策） 47.64 36.48 -5.35 19

3 土壌・地盤の保全（土壌汚染・地盤沈下の防止） 47.95 35.70 -5.91 20

1 空気のきれいさ（大気汚染の防止） 67.70 54.87 -6.04 21

2 川のきれいさ（水質汚濁の防止） 59.44 46.13 -7.63 22

8 リユース・リサイクルなどの推進 55.26 43.11 -7.93 23

5 におい（悪臭の防止） 57.26 34.10 -13.51 24

4 静かさ（騒音・振動の防止） 61.34 38.46 -16.09 25

環境に関する項目

●生活環境 ●循環型社会 ●自然環境・快適環境 ●地球環境 ●環境学習・市民活動
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●情報の収集源としては、「新聞」や「テレビ」などのマスメディアが多い状況ですが、「インター

ネット」や「自治体・環境保護団体・事業者等の広報誌、パンフレットなど」も多いことから、複

数の媒体を有効に活用することが重要と考えられます。 

 
図 6 環境に関する情報の収集源 

 

 

●なお、情報の収集源は年代によって異なる傾向が見られることから、情報発信する際は、ターゲッ

トとなる市民の年齢層を見極めて選択することが重要となります。 

 

 
図 7 環境に関する情報の収集源のクロス集計【年代別クロス】  
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●また、求められている環境の情報としては、「住んでいる地域の環境の情報（43.8％）」、「地

球温暖化に関する状況やその対策に関する情報（31.0％）」、「市民が取り組める環境に配慮し

た行動に関する情報（27.6％）」、「ごみの減量化やリサイクルなど循環型社会に関する情報

（26.3％）」が多い状況となっており、市民ニーズを踏まえた情報提供が重要になると考えられ

ます。 

 

 
図 8 環境問題に関する情報で足りないと思うもの 
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●地球温暖化問題について、緩和するための市が取り組むべきこととしては、「公共交通機関の充

実・利便性を向上する（44.2％）」、「ごみの減量やリサイクルなど資源の有効利用を促進する

（34.2％）」、「省エネ設備や省エネ住宅等の普及にかかる補助金などの支援制度を充実する

（28.7％）」などが多い状況で、これらの市民ニーズを踏まえた対策が重要と考えられます。 

 

 
図 9 地球温暖化の影響を緩和するために市で取り組むべきこと 
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●地球温暖化への「適応」のために市で取り組むべきこととしては、「集中豪雨や大雨、土砂災害

などへの対策（87.5％）」が特に多く、その他では「熱中症や感染症などへの対策（49.7％）」

や「水不足などへの対策（44.3％）」が多い状況で、これらの市民ニーズを踏まえた対策が重要

と考えられます。 

 

 
図 10 地球温暖化への「適応」のために市で取り組むべきこと 
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●環境配慮の取り組みを進めるために行政に望む支援としては、「学校教育における環境教育

（49.1％）」をはじめ、教育や情報に関するものが多い傾向にありました。 

 

 
図 11 環境配慮の取り組みを進めるために行政に望む支援 
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（2）事業者意識調査結果 

●エネルギー使用状況について、「把握していない」事業者が 36.4％と一定程度いるため、今後

は、把握することによるメリットなどを分かりやすく伝えていくことが重要になると考えられま

す。 

 

 
図 12 事業活動に伴うエネルギー使用量の把握 
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●環境配慮の取り組みについて、「事業所内での廃棄物の減量化・リサイクル」、「冷房や照明等の

省エネ」、「クールビズ・ウォームビズ」、「節水」などで取り組みが定着していますが、「公共

交通機関の利用促進」や「環境配慮行動やガイドラインの策定」、「環境ボランティアや環境学習

の実施」、「事務所内での環境に関する学習」などは取り組みが進んでいない状況にあります。 

 

 
図 13 環境配慮の取り組みの実施状況  
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●環境への取り組みの位置づけについて「事業者の社会的責任の一つである」が 78.3％と高いもの

の、「経営方針に環境配慮に関する項目を定めている」事業者は 22.7％、環境問題への取組体制

として、「専任もしくは兼任の担当者を置いている」事業者は 26.1％、「環境マネジメントシス

テムを実施している」事業者は 18.1％に留まっています。 

 

 

 
図 14 環境への取り組みの位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 15 経営方針に環境配慮に関する項目を定めているか 
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●しかし、「経営方針の中に環境配慮に関する項目を検討中」の事業者は 40.9％、「環境マネジメ

ントシステムを今後取り組む予定（取り組んでみたい）」は 31.8％と相当数みられることから、

適切な支援策を講じることが有効になると考えられます。 

 

 

 
図 16 環境問題への取り組み体制 

 

 

 

 

 
図 17 環境マネジメントシステムへの取り組み状況 
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●環境に配慮した取り組みを推進するために期待する行政支援としては、「ごみの減量化・リサイ

クルのための支援や補助（63.6％）」、「省エネ設備投資等の実施支援や補助（59.1％）」が多

い状況でした。 

 

 
図 18 環境配慮の取り組み推進のために行政に期待する支援 
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●地球温暖化による事業への影響は、既に何らかの影響をうけているが 26.0％、今後影響が出ると

思われるが 39.1％と、多くの事業に影響している、もしくはすることが懸念されます。 

●しかし、地球温暖化の影響を緩和するための事業者としての考え方としては、「事業者の社会的

責任として、経費がかかっても積極的に対策を実施すべき」は 31.6％にとどまり、「経費削減に

つながる省エネ等であれば実施できるが、そうでないものは実施できない」が 52.6％と半数以上

を占めています。 

●また、地球温暖化への「適応」のために市で取り組むべきこととしては、「集中豪雨や大雨、土

砂災害などへの対策（100％）」が「事業活動や環境産業に対する影響への対策（45.5％）」が

多く、これらを踏まえた対策の検討が重要になります。 

 

 
図 19 地球温暖化による事業への影響 

 

 

 
図 20  地球温暖化の影響を「緩和」するための考え方 

 

 

 

 
図 21  地球温暖化への「適応」のために市で取り組むべきこと  
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●再エネ・省エネ設備の導入状況については、「高効率照明（LED）」で導入が進んでいるもの

の、その他の省エネ設備や再エネ設備ではほとんど進んでいない状況となっています。 

 

 
図 22  再生可能エネルギーや省エネルギー設備の利用状況や今後の意向  
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●また、再エネ・省エネ設備の導入にあたっての課題としては、「省エネルギー化や再生可能エネル

ギー導入のコストが高い」が突出して多いことから、経済的な事情が大きな課題となっていると考

えられます。 

 

 

 
図 23  地球温暖化対策実施の課題 
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